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１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）数字は記入しない

ア

イ
ウ

エ
② 意図（対象をどう変えるのか） ④ 成果指標（意図の達成度の指標）数字は記入しない

３ 総事業費・指標等の実績推移と目標値
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２　第２次基本計画期間（平成２３～２７年度）内における取組内容
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EPRの推進により新聞、ペットボトル、トレイ等を販売店に返却することを促す。これにより、市の回
収率が下がるため総資源化率は下がるが、生ごみやその他の紙ごみの資源化を積極的に進めて
いく。目標値は、多摩地域の平均（37.6％）より高い水準の40.0％とした。
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目標値

成果指標

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

埋め立てごみの処分方法改善により0ｔを目標とした。

体系 具体的な取組内容

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

環境負荷の少ない処理の
推進

平成２４年度に２７年度の減量目標を再設定した。

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

事業者に対し、容器包装等の自主回収や環境に配慮した商品づくりや販売方法を求めていく。
家庭ごみの有料化を行い、市民にごみの発生抑制、販売店への返却を求めていく。

生ごみなどの再資源化の方策を検討する。
資源ごみの自己処理ルートを開拓する。

ごみの処分方法を改善し、埋め立てごみ0（ゼロ）を目指す。

EPRを柱とした発生抑制

再資源化の推進

・市民
・事業者
・廃棄物

・ＥＰＲを柱としてごみの発生を抑制する
・再資源化の推進に結びつける
・環境負荷の少ない循環型社会を実現する

名称
人口（１０月１日）

事業者数

一般廃棄物発生量

名称

ア

イ

エ

オ

1人1日当たりのごみの総排出量

年間当たりの総資源化率（集団回収を含む）

年間当たりの埋め立てごみ量
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４　施策の現状

５　２５年度の評価結果
（1） 施策の取組状況

（2） 施策の成果実績把握と評価
①成果指標目標値達成度（目標値と実績値との比較）

成果指標ア 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標イ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標ウ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標エ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標オ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

② 時系列比較（過去3ヶ年の比較） A（かなり向上）～E（かなり低下）

③ 他自治体との成果の比較 A（かなり高い）～E（かなり低い）

※背景として考えられること

(3) 施策の全体総括（成果実績やコスト、見直しを要する事務事業等）

６　施策の課題・今後の方向性
①引き続きのごみ減量、リサイクルの促進のための意識啓発の強化
②ごみ減量の動機づけとしての家庭ごみの有料化の検討
③市から排出される有価物の売却の検討
④引き続き、市からのごみの排出量削減に取り組む

(1) 施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか？

(2) この施策に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

①分別、資源化、減量等の啓発、堆肥化の推進など多種の取り組みにおいてごみの減量に努めた。
②庁舎の収集体制の見直し、生ゴミ処理機の購入により、平成２４年度と比較してごみの排出量は１．４％削減できた。
③庁舎のごみ再資源化率については、前年度比２．５％増となった。

２５年度行政経営方針 取組状況

①有料ごみ袋の購入実績のないごみの排出方法が不明な事
業所（859所）を訪問し、ごみの減量と有料袋の使用を啓発し
た。
②自治会など約70回のミニ出前講座にてごみの減量等の啓発
を行った。
③月２回の駅頭においてごみの減量等の啓発を行った。
④平成２４年度に立ち上げた庁内ごみ減量対策委員会におい
て２５年度は２４年度の振り返りを行い、効果を検証し、生ゴミ処
理機を購入し処理量の削減に努めた。
⑤庁内のごみ収集体制を強化及び分別の徹底に努めた。

①廃棄物の発生量は平成２２年度までは減少傾向にあったが、以後微増の傾向にある。
②家庭ごみの有料化が進み２６市のうち未実施なのは当市を含めて４市である。
③平成２５年４月に小型家電リサイクル法が施行されるなど、再資源化の傾向が強まっている。
④平成２４年度に循環型社会形成推進基本計画の第２期目標として平成２７年度の一人１日当たりのごみ・集団回収の合計量を
　　平成２２年度に比べ２０％減の削減とした。

①家庭ごみの有料化には賛否両論がある。なお、財政改革審議会の最終答申では有料化の方向が示されている。
②ごみの減量に向け、市はさらなる啓発に力を入れるべきとの意見がある。
③市も大規模事業者としてごみの減量の対策を求められている。

①ア…減量の意識付けの限界も考えられるが景気動向にも影響があると考える。
①イ…資源化の意識付けの限界も考えられる。
①ウ…目標値を達成しており引き続きの継続を推進したい。
②…平成２５年度の１日１人当たりのごみ量は現在集計中であるが平成２４年度と比べ同等と考える。
③…平成２４年度においては１日１人当たりのごみ量が多摩２６市中、１７位である。

1人1日当たりのごみの総排出量

年間当たりの総資源化率（集団回収を含む）

年間当たりの埋め立てごみ量

C:成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

D:他自治体と比べてどちらかと言えば低い成果水準である
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